
第一種低層住居専用地域 約 10.0 ha 6/10 以下 4/10 以下 10 ｍ

約 33.6 ha 8/10 以下 5/10 以下 10 ｍ

小 計 約 43.6 ha 約 9.4%

第一種中高層住居専用地域 約 47.3 ha 20/10 以下 6/10 以下 約 10.2%

第二種中高層住居専用地域 約 22.8 ha 20/10 以下 6/10 以下 約 4.9%

第 一 種 住 居 地 域 約 185.7 ha 20/10 以下 6/10 以下 約 39.9%

第 二 種 住 居 地 域 約 4.4 ha 20/10 以下 6/10 以下 約 0.9%

準 住 居 地 域 約 26.0 ha 20/10 以下 6/10 以下 約 5.6%

近 隣 商 業 地 域 約 7.3 ha 20/10 以下 8/10 以下 約 1.6%

準 工 業 地 域 約 44.0 ha 20/10 以下 6/10 以下 約 9.5%

工 業 地 域 約 77.2 ha 20/10 以下 6/10 以下 約 16.6%

工 業 専 用 地 域 約 7.0 ha 20/10 以下 6/10 以下 約 1.5%

合　　　　計 約 465.3 ha 100.0%

「種類、位置及び区域は計画図表示のとおり」

　　理　　由

　 都市計画道路３・４・２号坂都２号線の整備済区間及び３・３・13号上田篠ノ井線の事業中区間の線形と整合を図
るとともに、都市計画道路の変更（３・４・１号坂都１号線、３・４・４号坂都４号線、３・４・５号坂都５号線、３・４・６号坂
都６号線、３・４・10号坂都13号線、３・４・11号坂都14号線）に伴い、合理的な土地利用を継続するため、本案のとお
り用途地域の変更を行うものである。
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坂城都市計画用途地域の変更（坂城町決定）

坂城都市計画用途地域を次のように変更する。

種　　類 面　　積
建築物の
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敷地面積
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の高さ
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度

その他
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（比率）
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坂城都市計画用途地域の変更理由書 

 

坂城都市計画用途地域は、昭和 52年２月に当初決定され、その後、平成４年の都市計画法

及び建築基準法の改正により用途地域が細分化されたことに伴い、平成７年 12月に変更を行

い、現在の指定面積は約 465.3haとなっている。 

坂城町では、令和６年３月に策定した坂城町都市計画マスタープランにおいて、都市基盤

整備の進捗や周辺環境の変化を踏まえ、必要に応じて用途地域の見直しを行う方針を定めて

いる。 

本変更は、坂城町都市計画マスタープラン及び都市計画道路見直し方針に基づく都市計画

道路の廃止・変更への対応に加え、都市計画道路の整備状況を踏まえ、合理的な土地利用を

図るため、用途地域を変更するものである。 

 

３・４・１号坂都１号線沿道地区及びその周辺については、第一種住居地域、第二種住居

地域及び第一種低層住居専用地域が指定されている。また、坂城町都市計画マスタープラン

における土地利用の方針では「市街地ゾーン」の「住宅地」に位置付けられており、今後も周

辺の土地利用との調和を図り、良好な市街地環境の維持・形成を図る必要がある。 

都市計画道路３・４・１号坂都１号線の一部区間の廃止に伴い、用途地域界の基準となっ

ている都市計画道路の計画線が失われることから、当該区間について用途地域界の基準を「都

市計画道路端」から「地形地物（道路端）」に変更するとともに、周辺の用途地域及び土地利

用状況との整合を図り、第一種住居地域の一部を第二種住居地域に、第二種住居地域の一部

を第一種住居地域に変更する。 

また、同路線の一部区間の線形変更に伴い、都市計画道路端を基準として設定されている

沿道用途地域について、変更後の線形を基準として沿道用途地域界を変更するとともに、周

辺の用途地域及び土地利用状況との整合を図り、第一種低層住居専用地域の一部を第一種住

居地域に、第一種住居地域の一部を第一種低層住居専用地域に変更する。 

これらの変更により、秩序ある土地利用を図るものである。 

 

３・４・２号坂都２号線沿道地区及びその周辺については、第一種住居地域、近隣商業地

域及び準工業地域が指定されている。また、坂城町都市計画マスタープランにおける土地利

用の方針では「市街地ゾーン」の「住宅地」、「商業・業務地」及び「工業地」に位置付けられ

ており、今後も周辺の土地利用との調和を図り、良好な市街地環境の維持・形成を図る必要

がある。 

都市計画道路３・４・２号坂都２号線については、平成 18年３月に線形が変更されている

ものの、用途地域界は従前の線形を基準として設定されていることから、変更後の線形との

整合を図る必要がある。 

このため、変更後の線形を基準として用途地域界を変更するとともに、周辺の用途地域及

び土地利用状況との整合を図り、近隣商業地域及び準工業地域の一部を第一種住居地域に変

更することにより、秩序ある土地利用を図るものである。  
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３・４・４号坂都４号線沿道地区及びその周辺については、第一種住居地域及び第一種中

高層住居専用地域が指定されている。また、坂城町都市計画マスタープランにおける土地利

用の方針では「市街地ゾーン」の「住宅地」に位置付けられており、今後も周辺の土地利用と

の調和を図り、良好な市街地環境の維持・形成を図る必要がある。 

都市計画道路３・４・４号坂都４号線の一部区間の廃止に伴い、都市計画道路端を基準と

して設定されている沿道用途地域について、その指定の根拠となる計画線が失われることか

ら、周辺の用途地域及び土地利用状況との整合を図り、第一種住居地域の一部を第一種中高

層住居専用地域に変更することにより、秩序ある土地利用を図るものである。 

 

３・４・５号坂都５号線沿道地区及びその周辺については、第一種住居地域、準住居地域

及び工業地域が指定されているほか、沿道の一部は用途地域の指定のない区域となっている。

また、坂城町都市計画マスタープランにおける土地利用の方針では「市街地ゾーン」の「住

宅地」及び「工業地」に位置付けられており、今後も周辺の土地利用との調和を図り、良好な

市街地環境の維持・形成を図る必要がある。 

都市計画道路３・４・５号坂都５号線の線形変更に伴い、都市計画道路端を基準として設

定されている用途地域界について、変更後の線形との整合を図る必要がある。 

このため、変更後の線形を基準として用途地域界を変更するとともに、周辺の用途地域及

び土地利用状況との整合を図り、第一種住居地域及び準住居地域の一部を工業地域に、用途

地域の指定のない区域の一部を工業地域に、工業地域の一部を用途地域の指定のない区域に

変更することにより、秩序ある土地利用を図るものである。 

 

３・４・６号坂都６号線沿道地区及びその周辺については、第一種住居地域及び第一種低

層住居専用地域が指定されている。また、坂城町都市計画マスタープランにおける土地利用

の方針では「市街地ゾーン」の「住宅地」に位置付けられており、今後も周辺の土地利用との

調和を図り、良好な市街地環境の維持・形成を図る必要がある。 

都市計画道路３・４・６号坂都６号線の全線の廃止に伴い、都市計画道路端を基準として

設定されている沿道用途地域について、その指定の根拠となる計画線が失われることから、

周辺の用途地域及び土地利用状況との整合を図り、第一種住居地域に指定されている沿道用

途地域の区域を第一種低層住居専用地域に変更することにより、秩序ある土地利用を図るも

のである。 

 

３・５・10号坂都 13号線沿道地区及びその周辺については、工業地域が指定されているほ

か、沿道の一部は用途地域の指定のない区域となっている。また、坂城町都市計画マスター

プランにおける土地利用の方針では「市街地ゾーン」の「工業地」に位置付けられており、今

後も周辺の土地利用との調和を図り、良好な市街地環境の維持・形成を図る必要がある。 

都市計画道路３・５・10号坂都 13号線の一部区間の廃止に伴い、用途地域界の基準となっ

ている都市計画道路の計画線が失われることから、当該区間について用途地域界の基準を「都

市計画道路端」から「地形地物（道路端）」に変更するとともに、周辺の用途地域及び土地利

用状況との整合を図り、用途地域の指定のない区域の一部を工業地域に変更することにより、

秩序ある土地利用を図るものである。 
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３・５・11号坂都 14号線沿道地区及びその周辺については、第一種住居地域及び第一種低

層住居専用地域が指定されている。また、坂城町都市計画マスタープランにおける土地利用

の方針では「市街地ゾーン」の「住宅地」に位置付けられており、今後も周辺の土地利用との

調和を図り、良好な市街地環境の維持・形成を図る必要がある。 

都市計画道路３・５・11号坂都 14号線の一部区間の廃止に伴い、都市計画道路端を基準と

して設定されている沿道用途地域について、その指定の根拠となる計画線が失われることか

ら、周辺の用途地域及び土地利用状況との整合を図り、第一種住居地域に指定されている沿

道用途地域の区域を第一種低層住居専用地域に変更することにより、秩序ある土地利用を図

るものである。 

 

３・３・13号上田篠ノ井線沿道地区及びその周辺については、第二種中高層住居専用地域

が指定されているほか、沿道の一部は用途地域の指定のない区域となっている。また、坂城

町都市計画マスタープランにおける土地利用の方針では「市街地ゾーン」の「住宅地」に位

置付けられており、今後も周辺の土地利用との調和を図り、良好な市街地環境の維持・形成

を図る必要がある。 

当該箇所の用途地域界は、都市計画道路３・３・13号上田篠ノ井線の決定以前から設定さ

れており、その後に決定された同路線の線形との間に不整合が生じている。現在、同路線の

整備事業が進められていることから、土地利用状況等を踏まえ、用途地域界を見直す必要が

ある。 

このため、周辺の用途地域及び土地利用状況を踏まえ、用途地域界の基準を「都市計画道

路端」及び「地形地物（道路端）」に変更するとともに、第二種中高層住居専用地域の一部を

用途地域の指定のない区域に変更することにより、秩序ある土地利用を図るものである。 
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